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セッション1 趣旨説明

村上周三
東京大学名誉教授

自治体SDGs推進評価・調査検討会座長（内閣府）

地方創生SDGs金融調査・研究会座長（内閣府）

地方創生ＳＤＧｓの深化
- 先進都市の事例から -
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セッション1  地方創生ＳＤＧｓの深化～先進都市の事例から～

1 パネリスト
■ 亀山 紘氏 ■ マハディ・チェ・ンガ氏

■ ペールエリック・ヘーグベリ氏 ■ 藤野 純一氏

2 プログラム （計80分）

1） コーディネーターによる趣旨説明 5分

2） パネリストによるプレゼン 4名×8分＝32分

3） 意見交換 2サイクル×16分＝32分

3 意見交換

・ まとめ

論点2 地域活性化の方向：官民連携の動向
・ 自治体や地域企業等による地域経済活性化に向けた官民連携

論点1 ＳＤＧｓの深化の現状：世界の都市の事例
・ 都市におけるＳＤＧｓ達成に向けた取組状況
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地方創生SDGsの取組の展開

民間企業もキープレーヤーとして参画キープレーヤーとしての自治体 官民連携

2014 2019 20202008～
（環境未来都市構想） （第1期 まち・ひと・しごと創生総合戦略） （第2期）

SDGs未来都市

SDGsモデル事業

評価・調査検討会
（2017）

自治体SDGs推進

（2018）

（2018）

（2018）

官民連携
プラットフォーム

環境モデル都市
（2008）

環境未来都市
（2011）

環境未来都市構想
推進協議会 （2008）

自律的好循環の形成 （2018～）

地方創生SDGs金融フレームワーク
（2018～）

上場企業自治体

自 律 的 好 循 環
（資金の還流と再投資）

金融機関によるSDGsを考慮した支援

（キャッシュフロー）

地域企業の
SDGsの取組

登録・
認定

官民連携 投融資

表彰

投融資

大手
金融機関

提案

政府、自治体による
地方創生SDGsの取組の
登録／認定、表彰

自治体 地域
企業

地域
金融機関
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選定されたＳＤＧｓ未来都市 （2018～2020の3年間）

関東地方

北陸・中部地方

近畿地方

出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/）の白地図をもとに作成

橙色：2020年度
緑色：2019年度
青色：2018年度
※県が選定されている場合は県全域を着色

北海道下川町

北海道ニセコ町

北海道札幌市

北海道

秋田県仙北市

宮城県東松島市
山形県飯豊町

徳島県上勝町

広島県

岡山県真庭市
岡山県岡山市

山口県宇部市

福岡県北九州市

長崎県壱岐市

熊本県小国町

岩手県陸前高田市

福島県郡山市

鳥取県智頭町

岡山県西粟倉村

鳥取県日南町

福岡県福津市

福岡県大牟田市

熊本県熊本市

鹿児島県大崎町

岩手県岩手町

宮城県石巻市

宮城県仙台市

山形県鶴岡市

岡山県倉敷市

香川県三豊市

高知県土佐町

愛媛県松山市
広島県東広島市

長崎県対馬市

福岡県宗像市

熊本県水俣市

鹿児島県鹿児島市

奈良県十津川村

大阪府堺市

奈良県広陵町

奈良県生駒市

奈良県三郷町

和歌山県和歌山市

滋賀県

京都府舞鶴市 滋賀県湖南市

大阪府富田林市

大阪府・大阪市

京都府亀岡市

大阪府豊中市

兵庫県明石市

茨城県つくば市

神奈川県鎌倉市

神奈川県横浜市

神奈川県

栃木県宇都宮市

群馬県みなかみ町

埼玉県さいたま市

東京都日野市

神奈川県川崎市

神奈川県小田原市

埼玉県春日部市

東京都豊島区

神奈川県相模原市

静岡県静岡市

静岡県浜松市

長野県

愛知県豊田市
三重県志摩市

石川県珠洲市

富山県富山市

石川県白山市

新潟県見附市

富山県

富山県南砺市
石川県小松市

福井県鯖江市

愛知県名古屋市

愛知県豊橋市

愛知県

長野県大町市
石川県加賀市

石川県能美市

石川県金沢市

岐阜県

三重県いなべ市

三重県

愛知県岡崎市

静岡県掛川市

静岡県富士市

沖縄県恩納村

鹿児島県徳之島町

沖縄県石垣市
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2018年
6月 12月６月

2020年
１月

2019年
1月

官民連携プラットフォーム会員数：4,171団体

自治体：843

関係省庁：13

民間企業：3,315
（内 金融機関 207）

4,171

６月
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第2期 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の<政策体系>の基本目標
（2019.12.20 閣議決定）

2. 地方とのつながりを築き、
地方への新しいひとの流れをつくる

3. 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

1. 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする

4. ひとが集う、安心して暮らすことができる
魅力的な地域をつくる

地域経済の活性化をいかに実現するか？

ひとの流れ

結婚・出産・子育て

安心して暮らす

自律的好循環と金融フレームワーク

稼ぐ地域
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（地方創生SDGs・ESG金融調査研究会（2019.3））

自律的好循環と地方創生SDGs金融 （内閣府、2018年度）

地域企業は事業活動を通じて地域課題の解決を図りながら
新たなキャッシュフローを生み出す

得られた収益を地域に再投資して自律的好循環を実現する

上場企業

自 律 的 好 循 環

大手銀行・証券・機関投資家 等地域金融機関

自治体 地域企業のSDGsの取組
（キャッシュフロー）

（資金の還流と再投資）（資金の還流と再投資）

地域企業のSDGsの取組
（キャッシュフロー）
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登録・
認定

地域企業の活性化に向けた

地方創生SDGs金融フレームワーク

フェーズ 1
登録/認定による
地域企業の
SDGsの取組の
見える化

フェーズ 2
・ 優れた地域金融機関
の表彰

・ SDGsを通じた地域企業
と地域金融機関
の連携促進

フェーズ 3
SDGsを通じた
地域金融機関等と
大手金融機関の
連携促進

官民連携 投融資

モニタリング
フォローアップ

表彰

投融資

自治体 地域企業 地域金融機関

政府、自治体による地方創生SDGsの
登録／認定、表彰

大手金融機関

提案
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SDGs時代の自治体経営： 自治体と企業の連携による地域活性化

官民連携による
自律的好循環の形成

自治体

自治体と企業の連携 ・ 目標の共有： 持続可能な社会 （ESG、SDGs）

社会貢献－ 社会貢献＋

収益＋

収益－

・ 得意/不得意分野の補完性： 収益事業
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地方創生SDGsと
新型コロナウイルス
感染症対策に関する

提案書

内容梗概

１．自治体行政とコロナ問題

村上周三 （座長）
秋山弘子
城山英明
関幸子
藤田壮

ＷＧメンバー

自治体SDGs推進評価・調査検討会

「地方創生SDGsと新型コロナウイルス感染症
に関する検討ワーキンググループ」 （2020.9）

（事務局： 内閣府地方創生推進事務局）

２．SDGsの枠組みの下での
コロナ対策の大系化

３．コロナ禍が地方創生SDGs
の取組に与えうる影響
とその対策


